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a．広義の立地
　事業所単位の新規立地は通常の意味での立地である。事業所内に製造用
の建物を建築し、その中に機械や装置を設置して生産するのは生産能力を
上昇させる広義の立地である。広義の立地を立地論のなかで取り上げる必
要がある。製造企業の多くは複数工場を有しており、工場単位の立地だけ
では工業の立地を説明できない。本稿では工場の広義の立地を分析すると
ともに、工場間分業の観点から工場の立地を考察する。その代わりに千葉
製鉄所や水島製鉄所などの新規立地は別稿に委ねる。
b．鉄鋼業を取りあげる理由
　本稿では鉄鋼業をとり上げる。なかでも最終製品を生産する圧延、表面
処理、鋼管などの部門をとり上げる。とり上げる品目は１では所属工場
で年間生産量10万トン以上で、上位２位に入ったことのある品目である。
２では年間最大20万トン以上の品目をとり上げる。
　本稿で鉄鋼業をとり上げる理由は、日本の重工業の中で重要な産業であ
り、詳しい社史が刊行されているからである。それだけではなく、『製鉄
業参考資料』に1918年から1967年に及ぶ長年にわたり工場別、品目ごと
の生産量等詳しいデータが記され、かつ『鉄鋼年鑑』にそれ以降現在にわ
たって工場ごとの品目別の生産量が掲載されているからである。
　なお、工場別の生産量の分析に際しては対全国比を求めた。工場ごとの
対全国比を合計すると企業の占有率になる。対全国比や占有率を計算す
る際に、1985年度までの全国のデータは『鉄鋼年鑑』に記されているが、
86年度以降のデータは掲載されていないので、『鉄鋼統計年報』（2002年
からは『鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計年報』）の品目別生産量によった。
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c．先行研究の評価
　村上雅康は『日本工業の地域構造』の第３章第１節論文「鉄鋼業」の中
で、鉄鋼５社のうち４社は東西２基地体制をとると述べており、本稿で分
析の対象とする川崎製鉄についても千葉・水島を建設し、東西２基地化を
果たしたと述べた1）。たしかに両製鉄所で生産される有力な品目がある。
　ただし、本文で述べるように、川崎製鉄は１工場への専門化施策をとり、
鋼管は愛知県の知多工場に集中させて専門化した。この企業行動を東西２
基地体制論では説明できない。工業立地論からみれば、輸送費の増分より
も大規模生産の利益の増分の方が大きければ工場を分散させず、１工場に
集中させる。実際にこのような品目は本文で紹介するように少なくない。
日本は海に囲まれ、低コストの海運による製品輸送の割合が高い。海運は
走行費が安く国内の遠隔地間を輸送する費用増分が比較的少ないので、大
規模生産の利益が働いて１工場に集中する割合が高いのである。
　このことに関連して村上は運輸省の『貨物地域流動調査』を分析して、
一般的にほぼ地域内で鉄鋼移動が完結している、鉄鋼製品は価格の割合に
重量が重く長距離輸送を避けることが当然であると述べた2）。
　貨物地域流動調査の結果を用いて分析するときに留意しなければならな
いことがある。たとえばＡ工場からＢ工場に貨物を海運で輸送するとき
に、まずＡ工場から近くの港湾までトラックで運び、目的地の近くの港湾
まで船舶で運び、そこからＢ工場までトラックで運ぶ。この場合に、遠距
離輸送であるにもかかわらず、港湾と２工場とを結ぶ近距離輸送が２つの
トリップとして数えられてしまうことである。このため同一地域内の輸送
量が過大になる。このように、統計データを用いるときにはそのデータの
限界をふまえなければならないのである。
　臨海立地している鉄鋼業の工場では遠距離輸送に海運を利用できる。川
崎製鉄の岡村元二は、当社の輸送は58％が鋼船・機帆船によるというデー
タを1968年に提示した3）。その後高速道路が普及したが、海運とトラック
では一度に運べる量が大幅に異なり、輸送量が多い場合には海運が利用さ
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れる。この点も岡村が指摘している。低輸送費の海運を利用することによっ
て工場から全国へ出荷しやすくなる。
　山口不二雄は高炉製鉄資本の生産配置について分析している。そして、
基礎的で安定した大量需要を見込める品目に関しては、生産拠点の市場分
割的配置で対処し、少量生産品目や新規参入品目については生産設備の集
約化を図り、需要の地域的配置よりも、集中した設備投資の経済を重視す
ると述べている4）。山口は『鉄鋼年鑑』の工場別品種別のデータを用いて
分析しているので比較的現実的なところもある。
　山口は品目を、ほぼ全製鉄所で生産される鋼板、鋼帯類などの普遍品目
と、一部の製鉄所に生産が集約される集約品目に区分した。
　山口論文では鉄鋼業の工場を「製鉄所」と呼んでいるが、本稿では製銑
工程の有無にかかわらず理論分析では「工場」と呼ぶ。企業は大規模生産
の利益を追求するので、鋼板、鋼帯類をほぼ全工場で生産することはない。
筆者は複数の工場が異なる市場地域でそれぞれ生産する普遍品目と、単一
の工場または単一の市場地域で生産する集約品目とに区分する。たとえば
葺合工場と水島製鉄所は同一の市場地域とみなす。
　山口は次のように述べる。集約品目の生産配置は、一部は古い時代の生
産態勢を継承し、また、一部は新設製鉄所に特化することによって、現行
の地域的需要に対応しないケースとともに、鉄鋼流動の広域的部分を担う
ことになる。一般に、新設製鉄所は普遍品目を大量生産し、集約品目の生
産は創業の古い製鉄所に委ねられる。既設製鉄所の品目構成は保守的であ
り、新規分野の設備が追加されることは少なく、新規参入品目の生産は集
約品目でも新設製鉄所に集中する傾向がある5）。
　この山口説を川崎製鉄の広義の立地分析で検証する。J.S.ミルは、実証
研究で既存の演繹的な理論を検証することによって、演繹的な理論の中で
不足する理論を見出しそれを追加すると言っている6）。山口論文のなかの
理論は必ずしも演繹的な理論ではないが、本稿では演繹的な理論とみなし
て不足する点や誤っている点を指摘し、進化経済学的な工業立地論を形成
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していくための足がかりとしたい。
　青木は鉄鋼企業全体の工場立地展開を分析することが今後の鉄鋼業の方
向性を探るうえで重要であると思われると述べている7）。筆者はこのよう
な観点から工場ごとの品目別立地の比較、企業あるいは企業グループ内で
の品目別の工場間分業の分析を通じて、企業全体での広義の立地動向を分
析する。
　山口や青木の研究は特定の時期のデータをもとになされている。進化経
済学では動態的な変化を研究対象とする。本稿は川崎製鉄の前身である川
崎造船所の鋼材生産への進出から川崎製鉄が日本鋼管と合併してＪＦＥス
チールに移行するまでの長期のデータをもとに動態的な変化を分析する。
その統計分析を社史から読みとれる広義の立地動向と結びつけて説明する。
　新鋭製鉄所では新たな技術を導入し、生産費が安いことを考慮する必要
がある。進化経済学では動態的な変動をもたらす技術開発を重視する。生
産費の差額が輸送費差を上回るときに費用の安い生産地に立地する。この
ことも川崎製鉄が千葉製鉄所や水島製鉄所から半製品を関西の専門工場や
知多工場に供給した理由である。
d．市場地域価格一定
　川崎製鉄の前身である川崎重工業は、1950年に統制時代が終わり実質
的な自由競争時代に移ると建値を発表した。川崎重工業の厚板建値は需要
者渡しＣＩＦ内口銭で２万6,800円であり、他のメーカーもベース価格は
２万6,800円で一致していた8）。
　このように需要者渡し価格を主要企業が共同して一定の価格にすると、
価格を安くする競争をしなくなる。近代経済学（正確には新古典派経済学）
に基づく市場地域論では製品輸送費は消費者が負担することを前提として
いる。この場合に工場から遠く離れた市場で製品を売る際には製品輸送費
は消費者が負担するので、価格が上昇すれば需要密度は低下する。工場か
ら遠く離れた消費地に立地する消費者の需要は小さくなり、最終的にはゼ
ロになる。こうして市場地域の限界が決まる。
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　ところが前述のように生産地からの距離が離れていても価格は等しいと
いうことになると、市場地域論とは前提が異なるので、市場地域論では現
実の立地を説明できない。
　鉄鋼業では製品輸送費を生産者が負担するので、消費地ごとにみた場合
に生産地から遠いほど製品１単位あたりの流通経費が増加し、製品単位当
たりの利益が減少する。利益率が何年も目標に満たない消費地には供給し
なくなる。こうして市場価格一定の場合にも販売地域には費用面から限界
が生ずる。
e．対象企業・対象品目
　本稿では研究対象企業として川崎製鉄をとり上げる。川崎製鉄は千葉製
鉄所と水島製鉄所の東西２箇所に主力工場を配置すると同時に、その他の
工場ごとに重点品目を設定することにより大規模生産の利益や専門化の利
益を追求した企業だからである。
  さらに本稿では収入因子もとり上げる。工場による製品の違いや同種製
品による質の違いなど、工場間分業の違いを明らかにする。質の違いを山
口は考慮していない。
　品目としては鉄鋼メーカーの最終製品である圧延製品、鋼管、表面処理
製品をとりあげる。そのうちで管材、特殊鋼鋼管については川崎製鉄の社
史に説明がないので、対象品目からはずす。また工場別分析では年間生産
量が10万トン以上で上位２位に入ったことのある品目を対象とする。
　各工場では生産品目が異なっている場合が多い。その工場間分業の違い
を探求する必要がある。大規模生産の利益が発生する際に、消費地域を区
分して立地せず、特定の品目を１工場で生産することが多い。また、同種
製品を生産する場合に、サイズによる違い、ロットによる違いなどがあり、
この場合には工場間分業が行われる。同一企業内での工場間分業の違いを
品目別に明らかにする。
f．論文の構成
　１ではまず川崎製鉄にどのような工場が存在し、どのような製品を生産
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したのか、その製品の生産量について説明する。工場の性格に関する山口
論文の指摘が妥当であるのかどうかを検証する。
　２では同一製品を複数の工場で生産する場合の各工場の分担、会社の設
立時から川崎製鉄が合併により発展的解消をする年の前年である2002年
度まで、主要品目についての工場間分業について研究するとともに、東西
２基地体制論および山口理論の指摘の妥当性について考察する。
1．工場別品目別の立地動向
①　川崎製鉄の沿革
　川崎製鉄の前身は（株）川崎造船所である。同社では満州事変以来重工
業の重要性が高まり、川崎造船所の営業部門が重工業的色彩を濃くするよ
うになったので、1939年12月、社名を川崎重工業(株)と改めた。
　企業再建整備法により、1950年に川崎重工業を分割して川崎製鉄(株)を
第二会社として分離した9）。
②　専門化への指向と工場間分業
　千葉、水島両製鉄所の拡充が進む方向にあることから、葺合、西宮、知
多の３工場は、両製鉄所の素材をもとに、それぞれの特色を活かした加工
度の高い高級品の専門工場として体質改善を図った。葺合工場では形鋼、
珪素鋼板、表面処理鋼板、西宮工場ではステンレス鋼板、小径電縫鋼管、
また知多工場では鋳鉄、大・中径鋼管などを主に、全社的にバランスのと
れた生産体制を確立するための合理化工事を進めた10）。
③　兵庫工場
　川崎造船所は1906年に神戸市東尻池村所在の土地8.8haを買収して兵庫
工場新設用地に充てた。07年７月に兵庫分工場が開業した。この工場で
は鋳鋼品などを生産して販売した。13年11月に工場名を兵庫工場と改称
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した。第１世界大戦中、川崎造船所は兵庫工場内に造船用材料自給の計画
を立てて製鉄部を急設し、16年５月に兵庫工場に製条工場を新設し、棒鋼、
形鋼、鍛造品の製造を開始した。こうして川崎造船所は主要な舶用鋼材の
自給確保を急速に進めた11）。27年５月に兵庫工場を分離して川崎車輌（株）
を設立した。34年11月にその製鋼部が川崎造船所直属の製鋼工場として
復帰し、45年８月に製鋼工場を兵庫工場と改称した12）。
　兵庫工場では中形棒鋼、小形棒鋼を継続して生産した。小形棒鋼では
1957年および60年に設備を増強して生産能力を15万トンに拡大した。そ
の結果、小形棒鋼の生産量は65年に約10万5,000トンでピークに達した。
　ところが、水島製鉄所の小形・線材工場に棒鋼の生産を集中するため、
1966年７月に兵庫工場で中形工場、小形工場の生産を中止し、兵庫工場
では圧延部門を閉鎖した。生産費が安い新鋭の製鉄所で量産効果を追求し
たのだろう。
④　葺合工場、製鈑工場
a．工場の開設と主要生産品目
　第１次世界大戦中、造船材料の調達がますます困難となったので鋼材を
自給することとし、神戸市葺合区（現・中央区）脇浜３丁目地先の海面６
haを埋立て1917年５月ここに葺合工場を開設した。操業開始とともに鋼
板（厚板、薄板）を生産し、28年６月に葺合工場を製鈑工場と改称したが、
45年８月に工場名を葺合工場に戻した。
　川崎製鉄は合理化を進めるなかで葺合工場と西宮工場を統合し、1979
年10月に阪神製造所を発足させた。地理的に近かったことも組織上統合
される大きな要因だった13）。
　第２次世界大戦後に葺合工場で生産量が１位、２位だったことのある品
目は厚板、薄板、大形形鋼、冷延電気鋼帯、亜鉛めっき鋼板である。生産
量が２位になったことのある品目には他に薄板がある。この５品目の動向
を分析する。
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b．厚板
　1918年９月から稼働を開始した。54年11月、千葉製鉄所で生産される
スラブを受入れ、景気上昇、造船業界の活性化と相まって、生産は急伸し
た14）。
　千葉製鉄所で1956年に生産を開始し生産量を増加すると、葺合工場の
生産量は減った。67年８月、水島製鉄所の厚板工場の稼働にともない、
葺合工場の設備の稼働を中止した15）。
c．薄板
　薄板工場は1924年６月に建設された。45年８月に薄板工場で生産を再
開した。プルオーバー式圧延機によっていたが、52年ごろから鉄鋼各社
が新鋭ストリップ・ミルを相次いで建設し、プルオーバー薄板圧延機によ
る製品はしだいにストリップ製品に代わる趨勢になったため、薄板工場で
は付加価値の高い熱延珪素鋼板、ステンレス鋼板の開発、生産に努めた。
千葉製鉄所のストリップ・ミルが稼働すると、プルオーバー式圧延機によ
る生産は減少し16）、69年に薄板の生産を中止した。
d．亜鉛めっき鋼板
　1924年６月、薄板工場の建設にあわせて年産１万トンの亜鉛めっき設
備を完成したが、薄番手鋼板のめっきには適せず、27年に製造を中止した。
33年10月には２社と契約を結び、鋼板を供給して委託めっきし、亜鉛鉄
板を内外市場に供給した。
　第２次世界大戦後、亜鉛めっき鋼板（亜鉛鉄板）の将来の趨勢を見込み、
また委託先の能力不足を補うため、また薄板の消化策として1950年７月
分工場にめっき工場を新設した。公称年産能力は第１設備、第２設備とも
12,000トンだった。51年３月に第３設備18,000トン、同年７月に第４設備
18,000トンを完成した。製法は単板式の溶融めっきだった。
　1962年２月千葉製鉄所の連続式亜鉛めっき設備が稼働を始めたので、
葺合工場では63年７月に第４溶融めっき設備を撤去し、64年２月その跡
にハードの極薄番手の着色亜鉛鉄板素材鋼帯を供給する第１連続式亜鉛
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めっき設備を設置した。また、66年５月に既存の２、３号溶融めっき設
備を撤去し、その跡に66年12月、年産３万6,000トンの連続式亜鉛めっき
設備を設置した。69年４月に素材鋼帯は千葉製鉄所および川鉄鋼板から
全量供給されることとになり、溶融亜鉛めっき設備は操業を中止した17）。
　1967年５月には第２連続式電気亜鉛めっき設備が完成した。年産能力
は６万トンで、70年12月には年産能力を12万トンとした18）。こうして溶
融亜鉛めっき法から性能がいい連続式亜鉛めっき法へと転換した。
　水島製鉄所の稼働とともに葺合工場における亜鉛めっき鋼板の生産量は
減少し、92年度に生産を中止した。
e．ブリキ
　1963年７月、葺合工場に小規模の溶融錫めっき（熱漬ブリキ）設備（公
称能力6,000トン）を建設した。千葉製鉄所の電気すず設備建設計画に先
行して市場を確保し、原板およびブリキ加工時の特性についての基礎調査
に備えたものである。
　この溶融錫めっきの経験をもとに、67年８月、千葉製鉄所に第１連続式
電気錫めっき設備を完成し、電気めっきブリキを製造した。当初年産能力
は６万トン、69年５月、最終年産能力12万トンになった。この設備の完成
にともない、1968年４月に葺合工場の溶融錫めっきの生産を中止した19）。
f．冷延珪素鋼帯
　『製鉄業参考資料』では1964年版から冷延電気鋼帯という項目になった。
冷延珪素鋼帯は冷延電気鋼帯の一部であり、葺合工場では両者の生産量は
等しい。そこで、冷延珪素鋼帯と冷延電気鋼帯を連続して把握する。
　冷延珪素鋼帯は1954年に西宮工場で生産を開始し、59年１月に電機業
界の需要に応えて葺合工場で冷延電気鋼帯の生産を開始した。珪素鋼帯の
圧延機は圧延仕上寸法精度が高いゼンジミア・ミルだった。60年２月に
第１機を完成し、葺合工場は電機業界向けの需要増大と品質高度化の要請
に応えて、71年、74年とゼンジミア・ミル２基を増設し、既存の設備３
基と合わせて年産能力を42万トンに拡大した。それとともに、高級品種
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の開発、研究を進め、世界第一級の工場となった20）。
　このように葺合工場という既設の工場で新規分野の設備が追加された。
　1985年１月、川崎製鉄の八木社長は、珪素鋼の生産を阪神から水島に移
転し、新技術を盛り込んだ一貫生産をすべきとの結論を得たと述べた。他
社が高付加価値製品へのシフトを課題として珪素鋼への参入を計画するな
か、阪神製造所（西宮工場、葺合工場）では非一貫立地というハンディキャッ
プがあるとともに生産設備の老朽化が進んでおり、このままでは重要な戦
略品種としての珪素鋼で後れをとることが明らかだった。そこで水島製鉄
所での第２コールド・ストリップ・ミルで珪素鋼板の圧延をした21）。水島
製鉄所で1987年度に冷延珪素鋼帯の生産を始めると、葺合工場の生産量
を徐々に減らし、94年度に生産を中止した。
g．大形形鋼
　1959年に平鋼工場をＨ形鋼主体の多品種条鋼生産の工場として新発足
させた。我が国初のユニバーサル・ミルによるＨ形鋼の試圧延に成功した。
62年末にはＨ形鋼、丸棒、六角棒、溝形鋼、山形鋼など当初計画の全品
種が出揃い、年産能力18万トンの多品種生産工場になった。63年には広幅、
中幅および細幅各系列のＨ形鋼の圧延を行うため、粗圧延機、ユニバーサ
ル・ミルを大改造し、素材も変更して技術向上に努めた結果、67年に25
万トン、70年には年産36万トンになった。
　この間、65年には山形鋼、溝形鋼、71年には棒鋼の生産を中止し、条
鋼工場はＨ形鋼専門工場となった。
　1971年11月に水島製鉄所の中形形鋼工場が稼働すると、中型サイズの
Ｈ形鋼は水島製鉄所で生産し、葺合工場は比較的小型サイズを専門とする
ことになり、体質改善を進めた22）。
　水島製鉄所で1969年度に大形形鋼の生産を始めた。葺合工場では生産
量が減少傾向になり、87年度に生産を中止した。大形形鋼の生産は葺合
工場から水島製鉄所へと移行した。
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h．まとめ
　葺合工場は当初は鋼板工場であり、厚板と薄板を生産していた。山口の
分類では厚板と薄板は当初普遍品目であり、新鋭製鉄所で大量生産される
ことになっている23）。厚板の生産を始めた当初は葺合工場は新鋭工場だっ
たが、古くなってからも厚板を生産した。
　1950年から薄板を素材として亜鉛めっき鋼板を生産し、59年から冷延
珪素鋼帯、61年からは大形形鋼も生産した。
　山口は新規参入品目の生産は集約品目でも新鋭製鉄所に集中する傾向が
あると述べた24）。新規参入品目のうち亜鉛めっき鋼板は1950年に生産さ
れていた。当時は千葉製鉄所が建設されていなかったので、葺合工場は比
較的新しい工場だった。これにたいし大形形鋼が生産された59年には千
葉製鉄所は開業しており、古い工場になった葺合工場に技術力が培われて
熟練労働者が多かったから、新規参入品目の生産ができたと考えられる。
　生産体制確立の方針で指定された形鋼、珪素鋼板、表面処理鋼板につい
て考察する。
　最新の技術を導入した千葉製鉄所の建設に伴い、葺合工場は加工度の高
い高級製品の生産にシフトすることになり、1961年には冷延珪素鋼帯お
よび表面処理鋼板を主力とする長期設備合理化計画を策定し、品種転換を
明確に打ち出した25）。
　葺合工場で表面処理鋼板の一種である亜鉛めっき鋼板の生産を始めたの
は1950年である。62年に千葉製鉄所で亜鉛めっき鋼板の生産を開始し、並
行して生産した。92年度に葺合工場で生産を中止し、千葉製鉄所に移した。
　1963年７月、葺合工場に小規模の溶融錫めっき設備を建設した。原板
およびブリキ加工時の特性についての基礎調査に備えた。この溶融錫めっ
きの経験をもとに、67年８月、千葉製鉄所に第１連続式電気錫めっき設
備を完成、電気めっきブリキの製造に進んだ。この設備が完成するのにと
もない、1968年４月に葺合工場の溶融錫めっきの生産を中止した。
　冷延珪素鋼帯の生産を葺合工場で1959年に開始し、28年間にわたり単
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独で生産した。87年度に水島製鉄所で生産を開始してから12年間並行し
て生産し、99年度に葺合工場で生産を中止し水島製鉄所に生産を移した、
　このように葺合工場で専門化することになっていた品目は葺合工場の生
産量では足りず、いずれも千葉あるいは水島製鉄所と並行生産したのちに
両製鉄所に生産を移した。
　大形形鋼は葺合工場で1961年に生産を始めた。水島製鉄所と69年度か
ら並行して生産した。その間葺合工場では製品をＨ形鋼に絞り込んだが、
97年度に生産を中止し、水島製鉄所に生産を移した。
　他の２品目についてみると、薄板は旧式のプルオーバー圧延機で生産し
たため、1958年に千葉製鉄所でホット・ストリップ・ミルが稼働すると、
それを補完した。水島製鉄所でストリップ製品の生産を開始する前年度の
69年度に葺合工場で薄板生産を休止した。厚板も水島製鉄所で厚板工場
が稼働した1967年度に葺合工場の厚板工場で生産を中止した。
　神戸工場（旧葺合工場）は1995年12月に珪素鋼板生産設備を水島製鉄
所へ移管し閉鎖された26）。
⑤　西宮工場
　西宮工場は1939年10月、西宮東浜地先の兵庫県県有埋立地および下付
地14.3ヘクタールの用地に製鈑工場特殊鋼工場として開設された。その目
的は軍部の要請に基づいて航空機用特殊鋼鋼材を増産したが、中形棒鋼圧
延工場は戦局悪化による資材不足のため完成せず終戦をむかえた。
　戦後、生産品種の転換を図り、1949年10月に葺合工場から冷延薄板圧
延機を移設した。また千葉製鉄所ストリップ・ミルのパイロット・プラン
トとして狭幅の熱間帯鋼圧延機を51年12月に稼働した。54年７月から帯
鋼を素材として冷延珪素鋼帯の生産も開始した。しかし、千葉製鉄所第２
ホット・ストリップ・ミルの稼働に伴って西宮工場では63年11月に帯鋼
の生産を中止し、64年４月に冷延珪素鋼帯の生産を葺合工場に移した27）。
　西宮工場で生産量が10万トンを超えた品目は工場別の統計データが得
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られる品目のうちでは電縫鋼管だけである。
a．電縫鋼管
　熱延帯鋼の生産量と冷延処理および販売量との差を消化するために西宮
工場で鋼管部門への進出を目指し、電縫鋼管設備の建設を進め、1952年
９月に稼働を開始した。この設備で最大外径10cmの鋼管を年間24,000ト
ン生産できた28）。
　このように新規参入品目である電縫鋼管を古い工場で生産した。山口は
古い工場を過小評価している。古い工場は高度な技術や熟練労働者が集積
した場所であり、新規参入品目を生産するのに適している。
　西宮工場では電縫鋼管の量産化と製品サイズの拡大を図るため、1958
年２月から60年８月までに造管機３基を増設した29）。
　1965年５月からボイラー用、高圧配管用など、各種の高級鋼管の生産
を開始するとともに、66年11月にはストレッチ・レデューサーを導入して、
高級小径電縫鋼管の大量生産ができた30）。
　1964年には知多工場で電縫鋼管の生産を始め、西宮工場では並行して
生産した。西宮工場での生産量の最大は1970年度の21万トンだった。以
後生産量は急減し、73年10月までに電縫鋼管の生産を中止して知多工場
に集中した。
　西宮工場では1960年11月、ステンレス工場の建設に着手し、ステンレ
スの専門工場となった31）。
　
⑥　知多製造所
a．概要
　知多工場は1943年８月、陸海軍からの生産拡充命令により、特殊鋼製
造を目的として、愛知県半田市から知多郡武豊町にわたる海岸沿いの用地
約106ヘクタールに製鈑工場の分工場として開設したが、終戦により建設
を一時中止した32）。
　1950年から51年にかけて全社のロール、鋼塊用鋳型の供給体制を確立
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し、主力製品である鋼板の品質向上、原価切り下げに寄与した33）。
　川崎製鉄は1970年以降、鋼管生産部門を知多工場に集約する構想を打
ち出した。千葉製鉄所に建設した大径管工場を除きすべての鋼管製造設備
を知多工場に集約した34）。
　知多工場で生産量が１位、２位になった品目は普通鋼電孤溶接鋼管、普
通鋼電縫鋼管、普通鋼継目無鋼管、普通鋼鍛接鋼管と特殊鋼継目無鋼管で
ある。特殊鋼鋼管については社史に記載がなかったので分析の対象から除
き、普通鋼鋼管４品目を分析の対象とする。
　川崎製鉄は知多製造所でステンレス鋼管、中径継目無鋼管を除くほとん
どの品種が外径1.3cmから1.5ｍまでの範囲で製造できる態勢を整えた35）
　なお、1979年10月、知多工場を知多製造所と改称した36）。
b．普通鋼電孤溶接鋼管
　水道管や大型構造物の基礎杭用などの需要に応え、スパイラル鋼管の製
造に進出し、1961年５月と63年９月に設備２基を建設した。大径管工場
が誕生した。知多工場では1960年２月に、半田市川崎町２丁目に土地33
ヘクタールを買収してスパイラル鋼管製造設備を建設し、コストの低い
千葉製鉄所の鋼帯を使用してスパイラル鋼管（年産能力6.4万トン）を生
産した。スパイラル鋼管は電孤溶接鋼管の一種で、ＵＯＥ方式などに比べ
て小ロット多寸法の製造に適したものだった。生産能力は年産32,000トン
だった37）。
　千葉製鉄所でも1973年から電孤溶接鋼管を生産し、2001年まで並行し
て生産した。
　なお、ここで終期が2001年なのは、2002年以降『鉄鋼年鑑』で鋼管の
区分が製法別から用途別に変わり、製法別の生産量が不明になったことに
よる。
c．普通鋼電縫鋼管
　普通鋼電縫鋼管は1952年から西宮工場で生産していた。送油管、油
井管などの中径溶接管の需要増加、その大型化、高圧化の要請に応えて
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1964年５月知多工場に電縫鋼管製造設備を完成し、最大外径51cmまでの
ラインパイプ、配管用・構造用薄板中径鋼管が量産できた。年産能力24
万トンだった38）。66年には知多工場の生産量が西宮工場の生産量を超えて
知多工場は普通鋼電縫鋼管の主力工場となった。1972年２月に外径6.1cm
以下の造管機を設置し、第２電縫鋼管製造設備を完成させた。公称能力は
年産36,000トンだった。西宮工場がステンレス専門工場になるのに伴い、
74年２月に西宮工場の電縫鋼管設備２基を改造、移設して知多工場で稼
働した39）。年産能力は第１製造設備が12万トン、第３製造設備が34,000ト
ンだった。
d．普通鋼継目無鋼管　                        
　鋼管品種の多様化と各種高級鋼管の生産体制を確立するため、1970年
６月に需要の多い継目無鋼管製造設備を稼働させた。年産能力は12万ト
ンだった。需要の高級品・高精度に対する要求に応えて72年７月に冷間
引抜加工設備を設置し、年産能力を20万4,000トンに増強した40）。
e．普通鋼鍛接鋼管
　鋼管用途の多様化に対処して、従来、小径電縫鋼管を主体によっていた
一般配管用鋼管を主体に製造し、大量生産によるコストダウンなどを目指
して、1971年１月に知多工場で鍛接鋼管の製造を開始した。公称年産能
力は28万8,000トンだった41）。生産量の最大は1973年度の24万トンだった。
f．まとめ
　知多製造所では1961年に電孤溶接鋼管、64年に電縫鋼管の生産を始め
た。1970年以降に鋼管生産部門を知多工場に集約する構想を打ち出し、
70年に継目無鋼管、71年に鍛接鋼管の生産を始めた。電縫鋼管では西宮
工場が先行した。それ以外の品目では知多製造所で新規参入した。ここで
も創業の古い工場で新規参入品目を生産した。
　生産量の最高は電縫鋼管で57万トンと多く、継目無鋼管36万トン、鍛
接鋼管24万トン、電孤溶接鋼管10万トンの順になっている。
　以上の普通鋼鋼管のほかに特殊鋼鋼管として継目無鋼管と電縫鋼管を生
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産した。知多工場では鋼管の主要品目を網羅し、しかも電孤溶接鋼管を
除き川崎製鉄で唯一の生産工場である。それが可能だったのは1970年代、
80年代以降、生産量が減少傾向にあったからであろう。こうして知多製
造所は鋼管の専門工場として2003年に日本鋼管と合併するまで残った。
⑦　千葉製鉄所
a．工業用地
　川崎製鉄は千葉製鉄所の用地として造成済み埋立地171haとその前面
120haの埋立権を千葉市から引き受けた。その南側の生浜地先145haを埋
立て、ここに第２冷間圧延工場および関係会社の川鉄鋼管などの工場を建
設した。また、工場の西側171haを埋立てて西工場の建設を行い、1974年
２月に大径鋼管製造設備が完成した42）。
b．概説
　千葉製鉄所は1958年に生産を始めた。1987年末から千葉製鉄所のリフ
レッシュが経営課題として採り上げられた。その１項目として「首都圏を
中心とする需要家の満足を獲得する製鉄所」が掲げられた43）。このように
地域的な市場分割が経営課題となった。
　『川崎製鐵二十五年史』では千葉製鉄所の役割について次のように記し
ている。千葉製鉄所は製銑、製鋼能力の増大に伴う圧延部門の拡充計画を
推進した結果、鋼板類を主体とする川崎製鉄の基幹工場として、また関西
各工場の素材供給基地として重要な役割を果たすことになった44）。
　千葉製鉄所でのホット・ストリップ・ミルなど大規模生産の利益が強く
働く部門で、関西の工場向けの素材を安く生産することによって会社全体
での生産費を下げた。
c．品目別の動向
　千葉製鉄所で生産量が１位、２位の品目は広幅帯鋼、冷延鋼板、厚板、
冷延広幅帯鋼だった。いずれも鋼板、鋼帯である。
　これらの４製品では生産量がいずれも10万トンを超えた。そこで、こ
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れらの４品目を紹介する。
d.厚板工場
　『川崎製鐵二十五年史』によると、千葉製鉄所で厚板工場では日本最大
の４重式広幅厚板圧延機（当初年間能力60万トン）を用いて1961年４月
に操業を開始したと記されている45）。一方、『製鉄業参考資料』によると
千葉製鉄所で厚板を56年から生産している。57年の厚板生産量は22,000
トンだから、本格的な厚板圧延機以外の機械で厚板が生産されたと推察さ
れる。
　葺合工場が先行し、1967年度まで厚板を生産した。
　73年２月に４重連続式粗圧延機（バックアップ・ロール直径1.6ｍ、幅
3.4ｍ）を設置し、年産能力を従来の90万トンから160万トンに増大した
46）。千葉製鉄所では1987年９月に厚板工場を休止し47）、水島製鉄所に厚
板の生産を集中した。その結果千葉製鉄所での厚板の生産は2002年度に
24,000トンに減少した。
e．熱間圧延工場
　1958年４月に半連続式第１熱間圧延工場が操業を開始した。年産能力
は当初60万トン、36年９月に180万トンとなった。
　既存のストリップ・ミルでは増大する需要をまかなうことが困難にな
り、同時に広幅物の需要増に対応するため、1963年９月にロール幅２ｍ
の全連続式第２熱間圧延工場で第２ホット・ストリップ・ミル（年産能力
90万トン）が操業を開始した。第２熱間圧延工場は当初年産110万トンで、
69年度に増設工事を行って年間360万トンになった48）。
f．冷間圧延工場
　1958年６月にロール幅1.4ｍの第１冷間圧延工場で第１コールド・スト
リップ（４重連続式）ミルが操業を開始した。当初の年産能力は30万ト
ンだったが、62年１月に年産能力は72万トンに増やした。
　1959年の冷延広幅帯鋼の生産量は1959年に約7,700トンにすぎなかった
のにたいし、冷延鋼板の生産量は23万トンだった。この時期には鋼帯の
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ままではなく、鋼帯を切断した冷延鋼板で販売するのが一般的だった。
　60年８月、薄物の需要増に対処してロール幅1.4ｍの４重逆転式のコー
ルド・レバーシング・ミル（年産能力94,000トン）が稼働を開始した。第
２ホット・ストリップ・ミル増設により鋼帯が増産され、冷延鋼板の薄
物、とくに極薄ブリキ原板に対する需要が増加する情勢にあったため、第
２コールド・ストリップ・ミル（年産能力60万トン）を完成し、63年５
月に稼働させた49）。
　1965年11月に生浜地区の第２冷間圧延工場でコンビネーション・ミル
が完成した。年産能力は18万トンであり、67年11月に36万トンに増強さ
れた。第１冷間圧延工場のタンデム・ミル２基と合わせて圧延能力は年産
150万トンとなった。72年10月に操業を開始したロール幅1.8ｍの第３コー
ルド・ストリップ・ミル（年産能力66万トン）とともに広幅物を圧延した。
第１冷間工場からレバーシング・ミルなどを移設し、自動車用鋼板を主体
とする厚物専用工場となった50）。
　冷延広幅帯鋼の生産量の最大は1988年度に217万トンで、2002年度に
192万トンと比較的高水準だった。
　一方、冷延鋼板は1967年と69年度に53万トンに達したが、以後コイル
状でかさばらない冷延広幅帯鋼に対する需要が高まり、冷延鋼板の生産量
は2002年度にわずか1,000トンに減少した。
g.まとめ
　厚板、中板、亜鉛めっきは葺合工場が先行した。新規に参入した熱間圧
延、冷間圧延はその当時新規製鉄所だった千葉製鉄所で開始された。水島
製鉄所の稼働後、主要品目は水島製鉄所と並行して生産した。
　年間の最大の生産量は広幅帯鋼428万トンと今までの工場の最大品目に
比べて１けた多い。冷延広幅帯鋼も217万トンと多く、同じ冷間圧延の冷
延鋼板は53万トンだった。厚板の137万トンも多かったが、1987年に厚板
工場を休止し、厚板生産は2002年度は24,000トンに減少した。
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⑧　水島製鉄所
a．品目の選択
　第１次計画では厚板圧延機、小形・線材の各圧延機を完成することとし、
大形形鋼圧延設備などを補完工事と位置づけた。
　1966年の品目別生産量で１位、２位は小形棒鋼、大形形鋼、厚板、広
幅帯鋼、冷延広幅帯鋼だった。
b．大形形鋼
　建築物の高層化に伴いＨ形鋼の需要の伸びが著しかった。そこで水島製
作所に大形形鋼の工場を建設し、1968年６月に試圧延を開始した。大形
形鋼工場はH形鋼を中心に鋼矢板、大丸棒、一般形鋼、平鋼を圧延した。
これで川崎製鉄のＨ形鋼生産体制は、水島製鉄所の大・中形形鋼の両設備
と葺合工場の条鋼設備の３基を持ち、設備相互のサイズの調整と専門生産
化により、生産性の向上とコスト低減に大きく寄与した。当初年産能力は
48万トン、70年10月には96万トンの設備になった51）。
　水島製鉄所では1987年度まで葺合工場とともに生産した。生産量は73
年度の95万トンが最大だった。
c．小形棒鋼
　水島製鉄所に小形・線材圧延機が1965年10月に完成し、棒鋼や線材を
圧延した。公称年間能力は当初36万トンだった。68年10月に年間42万ト
ンに設備を増強した。
　中小形棒鋼は鋼片工場と小型・線材工場で生産していたが、寸法範囲や
品種が多様で集約的な高能率生産が困難だったため、中・小形棒鋼専用設
備を完成して72年７月本格生産に入った。年産能力は当初36万トンだっ
た52）。
　生産量の最大は1973年度の18万トンで2002年度には8,000トンに減っ
た。条鋼部門では競争が激しく川崎製鉄は生産を縮小した。
d．厚板
　水島製鉄所では第１厚板工場は葺合工場圧延機のリプレースとして設備
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調整の承認を得た。公称能力年産60万トンで、67年４月に操業を開始した。
1970年10月と72年３月に第１厚板設備を増強し、年産能力を200万トンに
した53）。千葉製鉄所と並んで厚板を生産した。
　また、1975年４月に水島製鉄所に年産72万トンの第２厚板工場を設け
た。この工場は船舶、構造物の大型化に伴い超広幅厚板の生産体制を整え、
千葉製鉄所のＵＯＥ方式大径鋼管の素材として安定供給を図るために計画
したもので、世界最大板幅5.35ｍの製品を製造できた54）。
e．熱間圧延工場
　水島製鉄所ではホット・ストリップ・ミルが1970年１月に完成して稼
働した。当時我が国最大のホット・ストリップ・ミルで、当初の年産能力
は150万トンだった55）。71年10月、73年２月、74年11月に増強し、年産能
力を470万トンにした56）。広幅帯鋼の生産量の最大は2002年度の430万ト
ンだった。
f．冷間圧延工場
　コールド・ストリップ・ミルは冷延鋼板・鋼帯の関西地区の需要、輸出
の増大に対応するため69年10月に操業を開始した。年産能力は36万トン
で始まり、71年２月には90万トンだった57）。
　このように一方では関西地区の需要の増加に対応して水島製鉄所に冷間
圧延工場を設けた。冷延広幅帯鋼の生産量の最大は2002年度の178万トン、
対全国比の最高は2001年度の6.9％だった。これにたいし冷延鋼板の最高
は77年度の28万トンで、2002年度にはわずか3,000トンだった。このよう
に製品の形態は鋼板から鋼帯へと大きく転換した。
g．まとめ
　水島製鉄所では厚板、熱間圧延、冷間圧延は千葉製鉄所と並んで生産し
た。この製品は山口が普遍品目と呼んだものである。両製鉄所で大量に生
産すれば普遍品目と呼んでよかろう。ただし、1987年度に千葉製鉄所で
厚板工場を休止したので、以後厚板は集約品目となった。
　大形形鋼、小形棒鋼は山口の分類によれば集約品目であるが、最新鋭の
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製鉄所で生産した。小形棒鋼は兵庫工場から、大形形鋼は葺合工場からそ
れぞれ生産を移し、老朽化した設備を技術水準の高い設備に転換すること
によって製品１単位あたりの平均費用を削減できた。水島製鉄所に集約し
たので集約品目になる。企業の競争力を維持するために集約品目を新鋭の
製鉄所で生産することもある。
　水島製鉄所で生産する厚板を千葉製鉄所のＵＯＥ方式の大径鋼管の素材
とした。このことは生産できる寸法を重視したものと考えられる。コール
ド・ストリップ・ミルでの製品幅による分業、大形形鋼での設備相互間の
サイズの調整など、輸送費（冷延鋼帯が関西地区の需要に対応）とともに
サイズを重視していることがわかる。 
⑨　小括
　兵庫工場は最初の工場であり、1916年に棒鋼や形鋼の生産を開始し、
66年に水島製鉄所にその生産を移した。老朽化が進んだためと考えられ
る。
　葺合工場は1917年に厚板・薄板の生産を開始し、50年に亜鉛めっき鋼板、
59年に大形形鋼の生産を開始した。これらは新規参入品目である。大形形
鋼は「古い」工場で生産された。古い工場は技術力や熟練労働力があると
位置づけられる。大形形鋼以降は新規分野の設備が追加されることは少な
く、品目構成は保守的になる。やがて製品の生産を他工場に移すようにな
る。葺合工場では厚板は67年度に千葉製鉄所へ、大形形鋼は68年に水島
製鉄所へ移し、薄板は69年度に千葉製鉄所のストリップ・ミルに移行した。
大形形鋼は87年度に水島製鉄所に移した。川崎製鉄は冷延珪素鋼帯と表
面処理鋼板を葺合工場の主力としたが、設備が老朽化したため、亜鉛めっ
き鋼板は92年度、冷延珪素鋼帯は94年度に千葉製鉄所に移した。生産量
が急増する品種は大規模製鉄所でなければ対応できない。こうして製品の
生産をすべて他工場に移して95年に神戸工場（旧葺合工場）を閉鎖した。
　西宮工場では新規に参入して1952年に電縫鋼管の生産を開始しその専
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門工場になったが、73年に知多工場に電縫鋼管の生産を移してステンレ
スの専門工場となった。
　知多工場では1961年にスパイラル鋼管（電孤溶接鋼管）の生産を開始
した。千葉製鉄所と並行生産をした。筆者の分類では普遍品目である。ま
た西宮工場から電縫鋼管を移して64年に生産を開始した。川崎製鉄では
知多工場を鋼管生産部門の専門工場として知多工場に集約することとし、
70年に継目無鋼管、71年に鍛接鋼管の生産を開始した。こうして知多工
場は鋼管の主要品目を網羅した。スパイラル鋼管を除く３品目は知多工場
だけで生産した集約品目である。鋼管の生産部門が接触することによる利
益を考慮したと考えられる。このため鋼管の新規参入品目は知多工場で生
産した。知多工場については既存製鉄所の品目構成は保守的であり、新規
分野の設備に追加されることは少ないという山口説はあてはまらない。
　千葉製鉄所では1956年に厚板の生産を始めた。58年に広幅帯鋼および
冷延広幅帯鋼、冷延鋼板と鋼板、鋼帯類を中心に生産した。広幅帯鋼およ
び冷延広幅帯鋼・冷延鋼板では新規参入した。厚板では87年に厚板工場
の生産を中止したが、厚板以外の３品目は２工場での並行生産を持続した。
　水島製鉄所では1966年に小形棒鋼を兵庫工場から移した。集約品目で
ある。大形形鋼の生産を68年に開始した。葺合工場とサイズの調整を行っ
たが、最終的には87年度に葺合工場から生産を移した。このため大形形
鋼も集約品目になった。厚板は87年度に千葉製鉄所から生産を移し集約
品目になった。このように厚板や大形形鋼が水島製鉄所で集約品目になっ
ており、集約品目の生産を創業の古い製鉄所に委ねておらず、この点に関
する山口説はあてはまらない。冷延広幅帯鋼は69年、広幅帯鋼は70年に
それぞれ生産を開始し、千葉製鉄所と並立し、普遍品目になった。
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2．品目別の工場間分業
①　はじめに
　ここでは品目別に川崎製鉄が行った工場間分業について分析する。
　葺合・西宮・知多各工場は専門化し、川崎製鉄の他の工場ではその専門
化した製品を生産しないことになった。１か所で出荷することにより大規
模生産の利益を得たが、生産基地は１箇所になるので製品輸送費は増加し
た。この専門化の方針は必ずしも貫徹しなかった。
　品目別に工場間分業がどのように行われているか、東西２基地体制がど
の品目に当てはまり、どの品目で当てはまらないかなど、具体的に考察す
る。山口説が現実にあてはまるかどうかの検証も行う。
　品目は川崎製鉄の生産量が20万トン以上になったものを選んだ。
　なお、千葉製鉄所と関西の工場および知多工場との間で東西２基地体制
をとっているかどうかの基準を次のようにする。たとえば西日本で需要の
10分の１しか供給していないときに東西２基地体制がとられているとは
いえない。東西の需要に差がある。それを最大120対80まで認める。少な
い方の市場で半分までの生産する場合には供給が充分であるとする。120
に対して40、つまり３分の１までは東西２基地体制をとるとする。
　このとき知多工場は東日本の工場に対しては西日本の工場、西日本の工
場に対しては東日本の工場とする。
②　中板
a．葺合工場単独生産（1918年～ 57年）
　1918年７月、葺合工場に中板工場が完成して年産能力２万トンの３重
式圧延機によって製造を開始したが、薄板工場建設にともなって需要の少
ない中板の製造を中止した。38年３月、製鈑（葺合）工場の分工場に小
厚板工場を建設し、中板の製造を開始した。
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　第２次大戦後、葺合工場の小厚板工場は1946年２月に操業を再開した58）。
b．千葉製鉄所・葺合工場・西宮工場並立期（1958年～ 64年）
　1958年３月に千葉製鉄所でホット・ストリップ・ミルにより中板の生
産を開始し、翌59年に西宮工場でも中板の生産を開始した。千葉製鉄所
の生産量が葺合工場と西宮工場との合計を大幅に超え、西宮工場では63
年に、葺合工場では64年に中板の生産を中止した。このことから葺合工場・
西宮工場は西日本の需要に充分対応できなかったとみなす。
　水島製鉄所の稼働まで３年あるが、説明を省略する。
c．千葉製鉄所・水島製鉄所並立期（1967年度～ 2002年度）
　1967年度に水島製鉄所が生産を開始した。70年度には水島製鉄所の生
産量が千葉製鉄所の生産量の３分の１を超え東西２基地体制が形成され
た。74年度から77年度には千葉製鉄所の生産量を超えた。その後両製鉄
所で１位を争った。94年度以降には水島製鉄所の方が生産量は少なかっ
たが、千葉製鉄所の３分の１以上であり、東西２基地体制が継続した。
　生産量の最大は1978年の33万トンで以後減少傾向にあり、2002年には
約４万5,000トンに減少した。これは全国的に中板に対する需要が減少し
たことによるもので、川崎製鉄の占有率の最高は1997年の28％である。
③　熱間圧延工場
a．千葉製鉄所単独期（1958年～ 68年度）
　1958年４月に千葉製鉄所では半連続式第１熱間圧延工場が操業を開始
した。年産能力は当初60万トンで、61年９月に180万トンに高めた。
　第１熱間圧延工場のストリップ・ミルだけでは増大する需要をまかなう
ことができず、同時に広幅物の需要増に対応するため、63年９月にロー
ル幅２ｍの全連続式ホット・ストリップ・ミルを有する第２熱間圧延工場
が操業を開始した。これによって葺合工場の小圧延機、西宮工場の帯鋼圧
延機の肩代わり生産を行うなど、全社的な生産の合理化が図られた。年間
能力は当初110万トンだったが、69年４月に360万トンとした59）。
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b．水島製鉄所・千葉製鉄所並立期（1969年度～ 2002年度）
　水島製鉄所では1970年１月にホット・ストリップ・ミルを稼働させた。
ロール幅は2.3ｍと、当時我が国最大だった。当初の年産能力は150万トン
で、74年11月には470万トンにした。コンピュータ３台を導入して加熱炉
からコイルコンベアまでの全ラインで完全な計算機制御を行い、省力化、
生産性の向上に効果を発揮した60）。
　1971年度に水島製鉄所の生産量が千葉製鉄所の３分の１以上になって
東西２基地体制が成立し、これが継続した。87年度に千葉製鉄所の方が
水島製鉄所よりも生産量は小さくなったが、水島製鉄所の３分の１以上の
生産量で2002年度まで継続した。実質的には1971年度から2002年度まで
が水島製鉄所と千葉製鉄所が並立した時期である。
　千葉製鉄所では1994年５月に第１熱間圧延工場、96年３月に第２熱間
圧延工場を休止した。一方、95年５月に第３熱間圧延工場の操業を開始
した。96年３月、第３熱間圧延工場に世界最高の生産性と高品質を実現
する世界初の圧延プロセス、エンドレス・ホット・ストリップ・ミルが完
成し、稼働を開始した61）。
　川崎製鉄の生産量の最高は2002年度の751万トンであり、生産量は増加
傾向にあった。
c．まとめ
　広幅帯鋼は千葉製鉄所から技術開発による費用の削減および大規模生産
の利益を得て、社内他工場にとって安い素材となった。生産費の節約が輸
送費の節約とともに重視された。 広幅帯鋼では東西２基地体制が1971年
度から2002年度まで持続した。
④　冷延圧延工程
a．千葉製鉄所単独期
　千葉製鉄所では1958年６月にロール幅1.4ｍの第１冷間圧延工場で４重
連続式の第１コールド・ストリップミルが操業を開始した。当初の年産能
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力は30万トンで、62年１月に年産能力は72万トンに増やした。60年８月、
薄物の需要増に対処してロール幅1.4ｍの４重逆転式のコールド・レバー
シング・ミル（年産能力94,000トン）が稼働を開始した。第２ホット・ス
トリップ・ミル増設により鋼帯が増産され、冷延鋼板の薄物、とくにアル
ミニウムに対抗した極薄ブリキ用原板に対する需要が増加する情勢にあっ
たため、これに対処して第２コールド・ストリップ・ミル（年産能力60万
トン）を63年５月に稼働させた。以後第２コールド・ストリップ・ミルを
薄物専用機、第１コールド・ストリップ・ミルを厚物専用機とした62）。
　自動車用屋根材などの広幅冷延鋼板および鋼帯の供給体制を整えるた
め、1965年11月生浜地区の第２冷間圧延工場にロール幅２ｍのコンビネー
ション・ミルが完成した。年産能力は18万トンであり、67年11月に36万
トンに増強された。第１冷間圧延工場のタンデム・ミル２基と合わせて、
圧延能力は年産150万トンとなった63）。
b．水島製鉄所・千葉製鉄所並立期
　水島製鉄所のコールド・ストリップ・ミルは冷延鋼板・鋼帯の関西地区
の需要、輸出の増大に対応するため1969年10月に完成した。年産能力は
36万トンで始まり、71年２月には90万トンだった64）。
　千葉製鉄所では、需要増大が期待されつつあった極薄ブリキ原板を製造
するために1971年５月ダブル・コールド・リダクション・ミルを設置した。
生浜地区の第２冷間圧延工場では72年10月にロール幅1.8ｍの第３コール
ド・ストリップ・ミル（年産能力66万トン）を増設し、千葉製鉄所の冷
間圧延能力は年間234万トンに増強された65）。
　さらに1995年７月には千葉製鉄所で第２タンデム・コールド・ミルの
リフレッシュ工事が完了した66）。
　千葉製鉄所と水島製鉄所の両方の設備を拡張した。そのため水島製鉄所
の冷延広幅帯鋼の生産量が千葉製鉄所の生産量の３分の１以上になったの
は1973年度以降2002年度までだった。この時期には東西２基地体制が持
続した。
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　冷延広幅帯鋼の生産量の最高は2002年度の370万トンで、占有率の最高
も2002年度の15.9％だった。全国の冷延広幅帯鋼の生産量は増えており、
そのなかで川崎製鉄の占有率は高まった。
　一方、冷延鋼板の最高は69年度の53万トンであり、2002年度にはわずか
1,000トンだった。コイル状でかさばらない冷延広幅帯鋼へ需要が集中した。
c．まとめ
　水島製鉄所のコールド・ストリップ・ミルが関西地区の需要の増加に対
応し東西２基地体制を形成した。水島製鉄所との並立期に千葉製鉄所の冷
延圧延能力を積極的に高めたことが冷間圧延の特色である。これは東日本
での需要増に主として対応したのだろう。
⑤　亜鉛鉄板、亜鉛めっき鋼板
　亜鉛めっき鋼板は川崎製鉄とその資本系列化にあった川鉄鋼板(株)が供
給した。東西２基地体制について川鉄鋼板の工場も考慮する必要がある。
a．葺合工場生産期と委託めっき期
　1924年６月、葺合工場では薄板工場の建設にあわせて年産１万トンの
亜鉛めっき設備を完成したが、大正末期から昭和初期にかけて全国生産の
増加と安価な輸入品の流入によって価格が下落し、しかも設備が薄番手鋼
板のめっきには適さなかったため、本格生産をみることなく27年に製造
を中止した。その後33年10月から日本亜鉛鍍金(株)、東京亜鉛鍍金(株)の
両社と契約を結び、薄板を供給して委託めっきし、亜鉛鉄板を内外市場に
供給した67）。
　1948年から49年にかけて亜鉛鉄板の輸出が急増したため、委託加工業
者の引受けが困難となり、薄板製品の消化策として自社製造を計画して
50年７月に葺合工場の分工場に溶融めっき工場を建設した。設備は最新
鋭の中ロール式めっき設備２基で、当時日本最大級を誇った。51年３月
と５月に２基を増設、年産能力は既存分を合わせて６万トンとなった68）。
　この時期にのちに川鉄鋼板を形成する東京亜鉛鍍金は東京工場で、日本
横浜市立大学論叢人文科学系列　2016：Vol.67　№ 1
38
亜鉛鍍金は東京の亀戸工場で、また三鋼鉄板は大阪工場で亜鉛めっき鋼板
を生産した。
　この時期には川崎製鉄葺合工場の影響が最も強く、1961年までは西日
本の生産量が東日本の生産量を超えていたが、東日本の生産量は西日本の
３分の１を超えていた。
b．千葉製鉄所・葺合工場並立期（1962年～ 86年度）
　葺合工場で生産していた溶融めっき亜鉛鉄板は連続めっき製品に比べて
亜鉛の密着性に難点があったため、1958年６月に千葉製鉄所でコールド・
ストリップ・ミルが完成し冷延鋼帯の供給が可能になったのを機会に、千
葉製油所で連続亜鉛めっき工場の運転を62年２月に開始した。年産84,000
トンだった69）。
　このため葺合工場では1963年に第４溶融めっき設備を撤去し、64年２
月その跡にハードの極薄番手の着色亜鉛鉄板素材鋼帯を供給するため、第
１連続式亜鉛めっき設備を設置した。年間公称能力は22,000トンだった。
葺合工場では建築業界を中心に需要が増大することを予測して着色亜鉛鉄
板への進出を図り、63年５月には試験機としてカラー塗装設備を完成し
着色亜鉛鉄板の生産を始めた70）。１回塗装１回焼付方式で年産能力は１万
トンだった。1965年11月に本格的な第１連続式カラー鉄板製造設備を完
成した。１回塗装１回焼付方式の前処理には川崎製鉄方式を採用した。年
産能力は36,000トンだった。67年10月には２回塗装２回焼付方式の２号
設備を完成した。年産能力は48,000トンだった71）。
　着色亜鉛鉄板用素材として亜鉛めっき鋼帯に梨地非光沢、ロールの縦筋
のないものが望まれたので、葺合工場では既存の溶融めっき２、３号機
の設備を撤去し、その跡に66年12月に年産能力36,000トンの連続式亜鉛
めっき設備を設置した。葺合工場では亜鉛めっき鋼板の新規需要開拓と品
質高度化の要請に応えるため1967年５月に連続式電気亜鉛めっき設備を
完成し、電気亜鉛めっき鋼板・リバーシングの製造を開始した。２工場で
並立して亜鉛めっき鋼板を生産した72）。葺合工場の施設は年産能力６万ト
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ンだった。70年12月にはこれを増強して年産能力を12万トンに増やした。
一般亜鉛鉄板は高能率の千葉製鉄所へ集中し、葺合工場では主として着色
亜鉛鉄板用の原板を生産した73）。このように千葉製鉄所と葺合工場とでは
生産する鉄板の種類が異なり、それぞれ全国市場へ向けて製品を出荷した。
　1970年に千葉製鉄所の連続亜鉛めっき工場では年産能力を16万トンに
高めた74）。
c．川鉄鋼板
　川崎製鉄は1956年１月、東京都江東区に工場を有する東京亜鉛鍍金を
系列に編入した。同社は57年８月、亜鉛鉄板を素材とする着色亜鉛鉄板「レ
ジノ鉄板」の量産体制を確立した。同社は59年４月に東京第３工場で第
１、第２亜鉛めっき設備（年産48,000トン）の操業を開始し、60年４月に
第１、第２カラー鉄板製造設備（年産12,000トン）の操業を開始した。ま
た、同社は60年11月に千葉市に千葉工場を開設した。千葉工場では60年
12月に冷延鋼板（年産12万トン）を生産するコンビネーションミルを設
置し、64年４月に第１連続亜鉛メッキ設備（年産84,000トン）を設置した。
65年８月には連続カラー鉄板製造設備（年産42,000トン）を完成した。
69年１月には第２連続亜鉛めっき（年産14万トン）の操業を開始し、第
１連続亜鉛めっきの年産能力を96,000トンに高めた。
　1960年11月、川崎製鉄は大阪市西淀川区に工場を持つ三鋼鉄板を資本
系列下に置いた。
　1958年10月、日本鍍金が川崎商事の資本系列下に入った。61年８月、
川鉄商事の系列会社として新日本鍍金を東京都江東区亀戸町に創立し、日
本鍍金の営業権を譲り受けた。同月、新日本鍍金は亜鉛めっき設備（年産
36,000トン）を新設した。
　1965年10月に東京亜鉛鍍金は新日本鍍金と三鋼鉄板を吸収合併して社
名を川鉄鋼板（株）に変更し、川崎製鉄にとって薄板の大口安定需要家に
なった。川鉄鋼板は66年１月に亀戸工場を閉鎖した。66年10月、東京第
１工場の操業を停止した。72年２月に東京工場を、同年８月に大阪工場
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を閉鎖した。
　一方、1965年12月に千葉県松戸市に松戸工場を開設し、極薄物専用の
連続亜鉛めっき設備（年産４万トン）を設置した。68年11月松戸工場で
鋼管亜鉛めっき設備（年産72,000万トン）の操業を開始し、72年２月薄物
専用カラー鉄板第２設備を東京工場から松戸工場へ移設改造した。年産能
力は18,000トンだった。
　1972年２月に岡山県倉敷市に玉島工場を開設した。第1連続亜鉛めっき
設備24万トンと第１連続カラー鉄板設備96,000トンの操業を開始した75）。
　1962年には東京亜鉛鍍金の東京工場と川崎製鉄千葉製鉄所を中心とす
る東日本の生産量が西日本の生産量を超えた。西日本の生産量が東日本の
３分の１以上あり、東西２基地体制が形成されている。
d．葺合工場
　1969年４月、素材鋼帯は千葉製鉄所および川鉄鋼板から葺合工場へ全量
供給することとし、葺合工場で溶融亜鉛めっき設備の操業を中止した76）。
　『川崎製鐵二十五年史』の表20および年表では1969年に連続式亜鉛めっ
き設備２基の操業を中止したと書かれている。ところが『川崎製鉄五十年
史』では溶融亜鉛めっき鋼板と溶融錫めっき鋼板の生産を1968年から69
年にかけて中止したと書かれている77）。『鉄鋼年鑑』には1992年度まで葺
合工場の亜鉛めっき鋼板の生産量が記されているので、筆者は69年４月
には葺合工場で溶融亜鉛めっき設備のみ操業を中止し、連続亜鉛めっき設
備は92年度に休止されたと理解する78）。
　着色亜鉛鉄板は２回塗装２回焼付が主体となったため、72年には第１
連続式カラー鉄板製造設備を休止し、73年に撤去した79）。
　西日本では葺合工場より川鉄鋼板の玉島工場の方が生産量が多くなった。
　1982年に川鉄鋼板の年産能力は、溶融亜鉛めっき鋼板で東日本（千葉
工場、松戸工場）47万トン、西日本（玉島工場）27万トンだった。また、
カラー鉄板の「レヂノ鉄板」ほかで東日本の年産能力24万トン、西日本
12万トンだった80）。川崎製鉄の２工場の生産能力は不明だが、川鉄鋼板で
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みる限りでは東日本で優位だった。
e. ３工場並立期（1987年度～ 92年度）
　水島製鉄所は一般亜鉛鉄板を生産した。そのため千葉製鉄所と市場を分
割したと推察される。
　水島製鉄所で1987年５月に電気亜鉛めっき設備が稼働し81）、88年度に
西日本の生産量が東日本の生産量に接近した。
　翌89年５月には水島製鉄所で連続溶融亜鉛めっき設備が稼働し82）、千葉
製鉄所より生産量が大きくなった。
　91年８月には千葉製鉄所第２溶融亜鉛めっき設備を稼働した83）。92年
度まで東日本の方が生産量が多かった。
f．水島製鉄所・千葉製鉄所並立期（1993年度～ 2002年度）
　92年度に葺合工場は生産を休止したにもかかわらず、水島製鉄所の生
産量が急増して西日本の生産量が1993年度から千葉製鉄所を中心とする
東日本の生産量を超えた。ただし、東日本の生産量が西日本の生産量の３
分の１以上あった。両製鉄所は東西２基地体制を形成しており、亜鉛めっ
き鋼板は普遍品目といえる。
g．まとめ
　葺合工場で亜鉛めっきを開始した。千葉製鉄所が生産を開始した。葺合
工場と千葉製鉄所との間では一般亜鉛鉄板は千葉製鉄所で、主として着色
亜鉛鉄板用の原板は葺合工場で生産するという分業体制をとっていた。川
鉄鋼板の各工場は一般亜鉛鉄板、着色亜鉛鉄板の両方を生産しており、と
もに東西２基地体制が形成されていたと推察できる。
⑥　普通鋼電孤溶接鋼管
a．知多工場単独生産期（1961年～ 66年）
　1960年代に大径鋼管は水、ガス、石油などの流体輸送用として、また
橋梁、港湾、建築などの基礎杭として需要が拡大していった。このため川
崎製鉄は1961年５月、大径鋼管の幅広い需要に対処して、知多工場で外
横浜市立大学論叢人文科学系列　2016：Vol.67　№ 1
42
径41cmから1.5ｍのスパイラル鋼管の生産を開始した。従来、他の製造方
式による大径管は厚板を素材としていたが、知多工場ではコストの低い千
葉製鉄所の鋼帯を使用してスパイラル鋼管の製造を行うこととし、1961
年と63年に設備２基を建設した。スパイラル鋼管はＵＯＥ方式などに比
べ、小ロット多寸法の製造に適したものだった84）。
　このように半製品の消費部門を社内に設けることによって半製品の生産
量を増やし、その平均生産費（製品単位当たり生産費）を下げた。既設の
工場で新規参入品目を生産した。
　急速に伸びる需要に応じて逐年増産傾向をたどった。このため、1963
年９月に２号機を設置して生産の拡充を図った。公称能力は１号機、２号
機とも３万2,000トンだった85）。
b．知多工場、川鉄鋼管生産期（1967年度～ 72年度）
　関東地区が全国需要の大半を占める情勢となったため、1967年１月、
生浜地区に川鉄鋼管(株)を発足させ、スパイラル鋼管の製造、販売を行わ
せた。この設備は同年11月に稼働した。70年９月にはスパイラル鋼管製
造設備では製造できない厚肉、大径ものの需要に応じるため、ベンディン
グ・ロール式大径鋼管製造設備が稼働した86）。
　『鉄鋼年鑑』には1967年度から69年度まで川鉄鋼管は「その他」に含ま
れて生産量が明らかにならない。70年度以降、知多工場の生産量が毎年
度川鉄鋼管の生産量を超えた。関東地区が全国需要の大半を占めたため、
川鉄鋼管だけでなく知多工場も関東地区へ出荷したと推察されるが、東日
本の生産量が知多工場の生産量の３分の１以上を占めていたため、東西２
基地体制が成立していたとみなす。
c．知多工場・千葉製鉄所・川鉄鋼管生産期（1973年度～ 2001年度）
　1974年２月、石油、ガスなどのラインパイプや構造用大径鋼管分野に
進出するため、千葉製鉄所に厚板を素材とするＵＯＥ方式の大径鋼管製造
設備を設置した87）。
　1975年度から76年度、2000年度から01年度には知多工場の生産量が川
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鐵鋼管と千葉製鉄所の合計の３分の１未満になったが、75年度から76年
度については短期間なので70年代には継続して東西２基地体制が継続さ
れていたことにする。2000年度、01年度については最後の時期なので、
1999年度まで東西２基地体制が成立していたことにする。
d．まとめ
　川崎鋼管は関東地区の需要を考慮して設けられた。1971年度から99年
度まで東西２基地体制が形成されていた。
　西宮工場・川崎鋼管の製法と千葉製鉄所の製法が異なり、前者の方が小
ロットに適した製法だったので、ロットに応じて工場を選ぶこともあり、
輸送費で工場を選ぶこともあった。その意味で限定付きで東西２基地体制
が成立していたということができる。
　以上が一定期間ほとんどの年度で東西２基地体制が成立した品目につい
て分析した。次に途中で東西２基地体制が成立しなくなった品目を挙げる。
⑦　厚板
a．葺合工場の単独時代（1918年度～ 57年度）
　葺合工場では1918年９月に年産能力５万トンの厚板工場が作業を開始
した。36年に厚板工場の年産能力は12万トンから24万トンに増やした88）。
1938年３月、川崎造船所は生田川尻の分工場に特優鋼板工場に合わせて
小厚板工場を建設した。主として冷延鋼板用材料ならびに造船・建築用普
通鋼中板、厚板を製造した。
　第２次世界大戦後、日本製鉄が解体する前の1949年に川崎製鉄の占有
率は31％で、業界第２位だった。51年に日本製鉄が八幡製鉄、富士製鉄
に分割されると、両社の占有率が上昇した。また、49年に神戸製鋼所が
参入し、寡占企業間競争が厳しくなった。
　1954年11月以後、葺合工場では千葉製鉄所で生産される半成品のスラ
ブ受入体制が整備され、景気上昇、造船業の活況と相まって、葺合工場で
の厚板の生産は急増した89）。
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b．千葉製鉄所・葺合工場の並立期（1958年度～ 67年度）
　千葉製鉄所では『製鉄業参考資料』によると1958年に厚板の生産を開始
した。千葉製鉄所の厚板工場は1961年４月に操業を開始し、圧延機はロー
ル幅4.2ｍの日本最大の４重式広幅圧延機（当初年間能力60万トン）だった。
　1961年に小厚板工場の年産能力を12万トンに高めたが、63年９月に千
葉製鉄所の第２熱間圧延工場が操業を開始すると、熱間圧延工場で厚板を
生産できるようになったので、63年10月に葺合工場で小厚板工場の操業
を休止した90）が、葺合工場では生産を継続した。
　千葉製鉄所の生産量が葺合工場の３分の１以上になったのは1961年度
で翌62年には葺合工場の生産量が千葉製鉄所の生産量未満となったが３
分の１以上であり、63年以降３分の１未満となり67年８月に生産を中止
した。２年間しか３分の１の基準を満たさなかったので、葺合工場から千
葉製鉄所へ厚板生産を移行したとして、東西２基地体制が成立したとはい
わない。
c．水島製鉄所・千葉製鉄所並立期（1967年度～ 2002年度）
　水島製鉄所では1967年４月に第１厚板工場の操業を開始した。公称能
力年産60万トンだった。これに伴い、同年８月に葺合工場で厚板の生産
を中止した。その後水島製鉄所では第１厚板工場を増強し、72年３月に
は年産能力200万トンになり、世界の代表的な厚板工場に成長した91）。こ
の間川崎製鉄の生産量が増えて最大は74年の373万トンだった。
　操業を始めた1967年度から水島製鉄所の生産量は千葉製鉄所の生産量
の３分の１以上になった。69年度には水島製鉄所の方が生産量が多くなっ
た。その後86年度まで千葉製鉄所の生産量は水島製鉄所の生産量の３分
の１以上だった。67年度から86年度まで東西２基地体制が成立したとい
える。
　厚板では需要家の品質、寸法に対する要求が厳しくなっており、同業他
社ではすでに新鋭４重式圧延機を稼働させていたため、川崎製鉄も広幅４
重式設備の建設を急いだ。73年２月千葉製鉄所で４重連続式粗圧延機を
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設置し、年産能力を従来の90万トンから160万トンに高めた。
　船舶、構造物の大型化に伴い超広幅厚板の生産体制を整え、千葉製鉄所
のＵＯＥ方式大径鋼管の素材の安定供給を図るため、1974年度に第２厚板
圧延機の建設が必要となり、当初、素材供給関係と販売政策上から水島製
鉄所に建設するのが適当と考えた。しかし建設予定地の埋立状況からみて
工期的に困難だったため、千葉製鉄所西工場を候補地とし、水島製鉄所建
設計画からは除外した。その後、不況に伴う生産計画の見直しによりこの
建設を延期したため水島製鉄所で工期的に余裕ができ、需要分布に対する
全社の生産バランス上から改めて水島製鉄所に設置することになった92）。
　このように川崎製鉄では厚板で需要や素材の地域分布と用地を考慮して
設備投資をおこなった。
　水島製鉄所は第２厚板工場（公称能力年産72万トン）を1975年４月に
完成した。最終能力360万トンである。これは千葉製鉄所のＵＯＥ方式大
径鋼管の素材をはじめ、広くパイプライン・プロジェクト向け素材や造船・
橋梁分野での大形材料の圧延が可能な高性能圧延機を備えた。板幅5.35ｍ、
長さ37ｍという世界でもっとも大型の厚板を製造できた。操業面では徹
底した省力化、機械化を行った93）。
　1987年９月に千葉製鉄所で厚板工場を休止した。生産開始から29年も
たち、老朽化が進んだのがその理由である94）。全国的に厚板の需要が減少
した時期でもあった。休止の結果千葉製鉄所の厚板生産量は水島製鉄所の
生産量の３分の１未満になり、2002年には川崎製鉄全体の生産量は164万
トンだった。そのうちで千葉製鉄所はわずか２万4,000トンと、千葉製鉄
所の生産量が大幅に減少した。この時期には千葉製鉄所は東日本へ充分に
供給しておらず、東西２基地体制は成立していなかった。
　厚板生産は常に普遍品目であるとは限らず、このように設備の老朽化を
理由として普遍品目から集約品目へ転換することもある。
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⑧　冷延珪素鋼帯
a．西宮工場単独生産期（1932年～ 58年）
　珪素鋼板については、1932年以来、川崎造船所は日本製鉄と電機業界
の需要を二分して販売してきた。第２次世界大戦後も、八幡製鉄と珪素鋼
板の製造技術を競ってきた。川崎製鉄では最初から鋼帯としての製造を追
求した。西宮工場では他社がストリップ製品に進出したことにより生産が
影響を受け、これに対処して製品を高度化して珪素鋼帯の生産に力を注ぎ、
54年から冷間圧延設備で冷延珪素鋼帯の製造を始めた。日本初の冷延珪
素綱帯の製品だった。55年から需要家に供給し、その後、製品は方向性
珪素鋼帯の開発にまで進んだ95）。珪素鋼帯の素材の自給を図るため、狭幅
の半連続式熱間帯鋼圧延機を51年12月に稼働した。
　電機業界の需要増大と品質高度化の要求に応えるために、1954年から
57年にかけて各種の無方向性珪素鋼帯ＲＭコア、57年には方向性冷延珪
素鋼帯ＲＴ（のちＲＧコアと改称）をそれぞれ西宮工場で開発し、製造を
始めた。
　1957年３月から大形連続なまし炉を中心とする設備を充実し、珪素鋼
帯の生産は飛躍的に増大した96）。
b．葺合工場・西宮工場並立期（1958年～ 64年）
　本格的な冷延珪素鋼帯の到来に備えて、西宮工場の狭幅鋼帯に代わって
葺合工場で広幅の製造設備を建設することとし、葺合工場近代化計画の一
環として葺合工場に集中することとした。1959年１月には連続なまし設
備などを完成し、千葉製鉄所の冷延材をもとに冷延珪素鋼帯の生産を開始
した。電機業界の需要に応えて60年２月に第１ゼンジミア・ミルを完成
して方向性冷延珪素鋼帯・ＲＧコアの本格的生産を開始した。0.1mmの極
薄製品ＲＧＴも生産を始め、電機業界の要望に応えた。さらに62年３月
にゼンジミア・ミル２基を増設し、冷延珪素鋼帯の生産体制の拡充を図る
とともに品質の高度化に努めたが、珪素鋼帯の生産を葺合工場に集中する
ため西宮工場での珪素鋼帯の生産は64年４月に中止した97）。
47
中島　鉄鋼業圧延部門等の工場間分業　－川崎製鉄の立地について－
c．葺合工場・千葉製鉄所並列期（1965年度～ 86年度）
　冷延工程品の優れた性能は電機工業界に急速な進歩をもたらし、それ
とともに需要が急増した。このため、葺合工場には1971年１月までに ゼ
ンジミア・ミル３基を増設した。『川崎製鐵二十五年史』によると、千葉
製鉄所でも1965年度に冷延珪素鋼帯の生産を開始し、生産体制を拡充し、
同時に高級品の開発研究を進め、61年から66年にかけて生産、販売を始
めた98）。そこで冷延珪素鋼帯は普遍品目になった。
　1974年１月、葺合工場での第５ゼンジミア・ミルの操業開始によって、
葺合工場の年間生産能力は42万トンとなり、冷延珪素鋼帯の生産体制は
一段と充実し、73年度には生産量37万1,000トン、対全国比33.9％の最高
を記録した99）100）。千葉製鉄所の生産高は増加したが、86年度までに葺合
工場の生産量の３分の１以上に達することはなかった。西日本の市場が一
般の製品、千葉製鉄所が高級品という分業体制ができていたと考えられる。
d. ３工場並立期（1987年度～ 1994年度）
　1987年度に水島製鉄所が冷延珪素鋼帯の生産を始めた。88年度には水
島製鉄所の生産量が千葉製鉄所の生産量を超えた。水島製鉄所と葺合工場
の生産量を合計して西日本工場の生産量として千葉製鉄所の生産量として
比較すると、西日本工場の方が毎年度数倍多かった。したがって東西２基
地体制は成立していなかった。
　冷延電気鋼帯の最大値は1991年の61万トンだった。
e．千葉製鉄所・水島製鉄所の並立生産期（1995年度）
　1994年度に神戸工場（旧葺合工場）が生産を中止し、水島製鉄所と千
葉製鉄所が並立した。1994年度の時点で生産量は水島製鉄所48万トン、
千葉製鉄所９万7,000トンと大差がついていた。その後千葉製鉄所の生産
量は減少が続き、2002年度には9,000トンと減少が著しかった。とうてい
東西２基地体制とはいえない状況だった。
f．まとめ
　川崎製鉄は西宮工場という古い工場で冷延珪素鋼帯に新規参入した。珪
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素鋼板を西宮工場で生産していて珪素鋼に慣れていたからである。川崎製
鉄の千葉製鉄所の生産量は東日本の需要に対応していないほど小さかっ
た。大規模工場と中規模工場が東西で生産しても、大規模工場での生産量
が需要に対応していない場合には、東西二基地体制は形成されない。
⑨　大形形鋼
　サイズによる製品差別化として大形形鋼を取りあげる。
a．兵庫工場の時期
　兵庫工場では1916年５月に製条工場を新設して棒鋼、形鋼の製造を開
始し、形鋼は車両用および艦船用の需要に応じた。1927年に金融恐慌の
影響を受けて形鋼の需要も減退したためその製造を中止したが、34年１
月からは軍需用棒鋼を生産し、38年には圧延工場を新設した101）。第２次
世界大戦後には兵庫工場で大形形鋼を生産しなかった。
b．葺合工場単独生産期（1959 ～ 67年度）
　川崎製鉄では将来の形鋼需要の伸長を予測し、1955年ごろから千葉製
鉄所に大形条鋼工場を建設する計画をもっていたが、鋼板関係設備の増強
に伴って敷地が狭隘になった。
　欧米では主として建設材料向けにＨ形鋼の生産が伸び、日本でも需要増
が予想されたため、1959年に葺合工場の平鋼工場をＨ形鋼主体の多品種
生産の条鋼工場に改造して新発足させた。このため千葉製鉄所に大形条鋼
工場を建設する計画は中止した。
　1961年５月に葺合工場ではシートバー・ミルを条鋼圧延機設備に改造
して山形鋼、溝形鋼を生産し、一方同年10月にユニバーサル圧延機を完
成し、我が国初のユニバーサル圧延機によるＨ形鋼の試圧延にも成功し
た。葺合工場では62年末にはＨ形鋼、丸棒、六角棒、溝形鋼、山形鋼など、
当初計画の全品種が出揃い、圧延延長65ｍ、年産能力18万トンの多品種
生産工場となった102）。
　葺合工場では1963年には広幅、中幅および細幅各系列のＨ形鋼の圧延
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を行うため、粗圧延機、ユニバーサル・ミルを大改造し、素材を変更して
技術向上に努めた結果、67年には年産能力は25万トンになり、製品歩留
まり、合格率ともに著しい進歩を遂げた103）。
c．水島製鉄所・葺合工場併産期（1968年度～ 87年度）
　建築物の高層化に伴いＨ形鋼の需要の伸びが著しかった。Ｈ形鋼を本格
的に生産するため、葺合工場では市況に左右されやすい山形鋼、溝形鋼の
圧延を1965年に中止した。71年には棒鋼の生産を中止し、葺合工場の条
鋼工場はＨ形鋼専門工場となった。
　葺合工場の条鋼圧延機１基だけではジュニアサイズしか生産できなかっ
た。1968年６月に水島製鉄所で大形形鋼圧延設備の稼働を開始し、Ｈ形
鋼の全サイズを大量販売する体制が整った。Ｈ形鋼を中心に鋼矢板、大丸
棒、一般形鋼、平鋼を圧延した。年産能力は当初48万トン、70年10月に
96万トンの設備になった104）。
　水島製鉄所では大形形鋼を葺合工場とともに生産し、1969年には水島
製鉄所の生産量が51万トンになって葺合工場の32万トンを超えた105）。
　大形形鋼工場の稼働により川崎製鉄ではＨ形鋼全サイズの生産が可能に
なったが、中型サイズの需要の伸びに対し葺合工場には生産余力がなく、
大形形鋼工場で中型サイズの圧延をするのには能力的に問題があった。さ
らにＨ形鋼の総需要に応ずる生産量の確保という観点から中形サイズのＨ
形鋼の生産を増強するために1971年11月水島製鉄所に中形形鋼工場を完
成した106）。中形サイズのＨ形鋼を水島製鉄所で製造し、葺合工場は比較
的小型サイズを専門とすることとなったと『川崎製鐵二十五年史』に記し
ている107）が、『鉄鋼年鑑』のデータによると、葺合工場では72年度以降、
条鋼では大形形鋼しか生産していない。鉄鋼統計ではＨ形鋼を大形形鋼に
含めるのでこのようになったと考えられる。
　中形形鋼は日本最初のＨ形鋼のタンデム・リバース方式の圧延を行い、
コンピュータ・コントロールの採用によって精度の高い製品を能率よく生
産できた。これで川崎製鉄のＨ形鋼生産体制は水島製鉄所の大・中形形鋼
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の両設備と葺合工場の条鋼設備の３基をもつことになり、設備相互間のサ
イズの調整と専門生産化により、生産性の向上とコスト低減に大きく寄与
した108）。
　ここでコメントすると、サイズ等による専門生産を行ったので、各設備
が全国を市場とした。
d．水島製鉄所単独生産期（1988 ～ 2002年度）
　葺合工場では1984年度の15万トンをピークに生産量が減少し、1987年
度には生産を中止した。以後水島製鉄所だけで生産した。大形形鋼には多
くのアウトサイダー（非大手企業）が参入しており、価格が低落し利益率
が低いことが多かったと予想される。
e．まとめ
　既設製鉄所である葺合工場で新規参入品目の生産を行った。
　川崎製鉄は設備相互間でのサイズの調整を行うなど、輸送費の節約だけ
を考慮していない。葺合工場と水島製鉄所という西日本の２工場で全国向
けの製品を生産したので集約品目だった。
⑩　ブリキ（錫めっき鋼板）
a．葺合工場単独期（1963年～ 66年）
　千葉製鉄所では食品缶詰、清涼飲料水の普及などを反映し、食缶用素材
ブリキの需要が増大したが、その供給は寡占状態にあった。川崎製鉄では
薄板の付加価値を高めて収益性の向上を図るため、1963年５月、千葉製
鉄所に第２コールド・ストリップ・ミルを完成させてブリキ原板の供給を
可能にしたのを機に、ブリキ分野への進出を計画した109）。
　1963年７月、葺合工場に小規模の溶融錫めっき（熱漬ブリキ）設備（公
称能力6,000トン）を建設した。これは千葉製鉄所の電気すず設備建設計
画に対して市場を先行して確保し、原板およびブリキ加工時の特性につい
ての基礎調査に備えたものである。
　当時の業界は大手３社（八幡製鉄、富士製鉄、東洋鋼板）がすでに確固
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たる販売占有率を築いていたため、既存需要家への新規販売は非常に困難
だったが、熱漬ブリキの販売ルートを活用して販路を拡大に努める一方、
系列の川鉄コンテナーが1968年千葉工場に18リットルかん製造設備を創
設して川崎製鉄のブリキの直接消化を図ったため、ブリキ販売の立ち上が
りはスムーズに運んだ110）。
b．葺合工場から千葉製鉄所への移行期（1967年～ 68年度）
　この溶融錫めっきの経験をもとに、67年８月、千葉製鉄所に第１連続
式電気錫めっき設備を完成、ブリキ需要の太宗をなし、高級品である電気
めっきブリキの製造に進んだ。当初年産能力は６万トン、69年５月、最
終年産能力12万トンになった。この設備は、アルミニウム、プラスチッ
クなどの複合製品に対抗し、コスト低減のための極薄ブリキの要求にも応
える日本初のハロゲン式だった111）。
　この設備が完成したのにともない、1968年４月に葺合工場の溶融錫めっ
きの生産を中止した112）。
c．千葉製鉄所単独期（1969年度～ 2002年度）
　電気めっきブリキの生産は順調に伸びたが、輸出の本格化と将来の国内
の需要増に対処するには米国で伸びつつある極薄ブリキの生産体制の確立
が必要との見通しから、ブリキ製品の高級化を図るため、極薄ブリキ原
板製造の目的でダブル・コールド・リダクション・ミル（年産18万トン）
の操業を1971年５月から開始し、極薄物を圧延した113）。
　ブリキの需要増大に対処して72年11月に薄物生産のため第２電気錫
めっき設備を稼働し、ブリキの年産能力は約32万4,000トンに増大したほ
か、第１設備を厚物用、第２設備を薄物用とブリキの効率的生産体制を整
えた。75年６月に第２段階の設備は約23万トンに拡大し、第１設備と合
わせて約35万トンとなった114）。ブリキの生産量は1979年度の31万トンが
ピークだった。　
d．まとめ
　葺合工場は開発の基礎調査を行い、ブリキを生産した。千葉製鉄所で電
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気めっきブリキが生産されると葺合工場での生産を中止した。既設工場で
ある葺合工場は亜鉛めっき鋼板を生産した。その技術力や熟練労働力があ
あったので葺合工場で開発と生産ができたのである。千葉製鉄所だけでブ
リキの生産をしたので、集約品目である。
⑪　普通鋼電縫鋼管
a．西宮工場単独生産期（1952年～ 62年））
　西宮工場では同工場で生産している熱延帯鋼の生産量と冷延処理および
販売量との差を解消するため、1952年９月、西宮工場で第１小径電縫鋼
管製造設備を稼働し、鋼管分野に進出した。58年２月から60年８月まで
に電縫鋼管製造設備３基を増設、外径2.2cmから16.5cmまでのサイズの生
産ができるようになった。主製品は配管用鋼管と構造用鋼管だった115）。
b．知多工場、西宮工場並立期（1964年～ 73年度）
　その後、送油管、油井管などの中径溶接管の需要増加、その大径化、高
圧化の要請に応え、また千葉製鉄所第２ホット・ストリップミル完成に伴っ
て鋼帯の消化と千葉製鉄所建設資材を確保するため、また知多工場を鋼管
専門工場とするために、1964年５月、外径17cmから51cmまでのラインパ
イプ、配管用、構造用中径電縫鋼管製造設備を知多工場に設置し、生産サ
イズの拡大を図った116）。66年度には知多工場の方が電縫鋼管の生産量が
多くなった。
　このように工場間で生産する鋼管の規模を違える工場間分業を行うとき
には、各工場が全国へ向けて出荷する。
　1966年11月、西宮工場にストレッチ・レデューサーを設置し、高級小
径電縫鋼管の生産拡大を図ったが、これまでのサイズ中心の拡大傾向から
高級品充実へ重点を移し、68年５月、同工場に厚肉電縫鋼管製造設備を
設置し、肉厚2.0mmから11.0mm、外径5.1cmから17cmの圧力配管用鋼管、
石油鋼管など高級鋼管の製造を開始した117）。
　その後、72年２月、外径6.1cm以下の圧力配管用、機械構造用、ボイラー
53
中島　鉄鋼業圧延部門等の工場間分業　－川崎製鉄の立地について－
用などの小径厚肉電縫鋼管の製造を知多工場で始めた。一方、西宮工場の
ステンレス鋼板専門工場化にともなって73年10月に西宮工場での電縫鋼
管の生産を中止し、同工場の厚肉および小径電縫鋼管製造設備各２基を改
造し、知多工場へ移して74年２月に稼働し、鋼管生産を知多工場へ集中
した118）。
c．知多工場単独生産期（1974年度～ 2002年度）
　1978年10月、知多工場で第２中径電縫鋼管製造設備の操業を開始した119）。
普通鋼電縫鋼管の生産量の最高は79年度の57万トンだった。2001年には
26万トンに減少した。
d．まとめ
　普通鋼電縫鋼管は西宮工場で生産を開始した。知多工場を鋼管の専門工
場とするために知多工場で電縫鋼管の生産を始め、西宮工場から鋼管製造
設備を知多工場に移した。
⑫　普通鋼継目無鋼管
　戦後、溶鍛接化が進んだが、溶接性の低い鋼種、または安全性を極度に
必要とする用途、高温、高圧あるいは耐食、耐冷間脆弱性用途、特殊機械
構造用途には、なお継目無鋼管の需要は大きかった。知多工場ではこの需
要に応ずるため、とくに普通炭素鋼、低合金鋼、高炭素鋼品種を主体とし
た小径鋼管に進出した。各種高級鋼管の生産体制を確立するため、1970
年６月に需要の多い継目無鋼管へも進出した120）。
　製造法については、この品種に適し、できる限り製造可能の寸法範囲が
広く、かつ先発他社に品質上対応できるものとした。このため、連続圧延
により、他に比べて生産性がはるかに高く、大量生産によるコスト引下げ、
品質向上が可能なマンドレル・ミルの採用を決定した121）。
　知多工場では同機種として最も広い外径範囲2.2cmmから16.9cm、肉厚
2.3mmから1.6cmまでの各種配管用、ボイラー・熱交換器用、機械構造用、
油井用などの生産を開始した。年産能力は12万トンだったが、75年５月
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に約20万4,000トンに増強した。1970年９月本格稼働に入った。油田開発
とともに高級継目無鋼管に対する需要が急増した。逐年、継目無鋼管は増
産傾向をたどり、需要家の高級品、高精度に対する要求に応えて72年７
月に冷間引抜加工設備を設置し、引抜後の外径は1.3cm ～ 11.4cmまで可能
となった。78年５月に中径継目無鋼管製造設備の稼働を開始した122）。84
年１月には中径継目無鋼管工場の、同年４月には小径継目無鋼管工場のそ
れぞれ第３次増強工事を完了した123）。
　生産量の最高は普通鋼継目無鋼管が1984年度の36万トンだった。2012
年には16万トンで56％減少した。このため他の工場と共同で生産する必
要がなかった。
　継目無鋼管も知多工場だけで生産する集約品目だった。
⑬　普通鋼鍛接鋼管
　鋼管用途の多様化に対処して、従来、小径電縫鋼管によっていた一般配
管用鋼管を主体に製造するため、品種の多様化、大量生産によるコストダ
ウンなどを目指して、1971年１月、知多工場で外径2.2cmから11.4cmまで
の鍛接鋼管の製造を開始した。年産能力28万8,000トンだった124）。
　普通鋼鍛接鋼管の生産量が最大になったのは1973年度の24万トンだっ
た。その後生産量が減少し、2001年度には３万7,000トンに下がった。
　こうして鋼管は知多工場に集中させた。鋼管の各部門が近接することに
より技術者の情報交流などにより研究開発の効果が高まるなどの接触利益
が得られる。これも集積利益の一種であり、工場間の素材輸送費の増加お
よび離れた市場への製品輸送費の増加よりも集積利益の額が多いと予想さ
れば、このように品種ごとの集積が行われる。
⑭　まとめ
a．工場の生産量と市場分割
　山口は大量需要を見込める品目について生産拠点の市場的分割を図ると
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述べた。生産量が多かった品目についてみる。年間生産量の最大値をとる
と、最上位の広幅帯鋼で751万トン、冷延広幅帯鋼で310万トンであり、こ
れらの品目は東西２基地体制をとった。厚板の373万トンは第２位だったが、
千葉製鉄所の厚板工場を休止した後は水島製鉄所だけから出荷した。その
時期の最高の年間生産量は164万トンあり、東西２基地体制をとった中板、
亜鉛めっき鋼板、電孤溶接鋼管各33万トンよりもはるかに多い。1988年以
降は事実上西日本の工場から全国へ出荷した冷延珪素鋼帯でも最大年生産
量は61万トンだった。また、知多工場だけで生産した電縫鋼管では57万ト
ンだった。したがって、大量需要を見込める品目が生産拠点の市場的分割
を図るとは言いきれない。大規模生産の利益の程度が品目により異なる。
このため、市場分割により総費用を節約する生産規模が品目により異なる
のである。需要が増えているために新たに立地するときに市場を分割する
立地をすることが多いが、老朽化した工場を廃止するときに残った工場か
ら全国に出荷する例がある。
　また山口は、少量生産品目や新規参入品目については生産設備の集約化
を図り、需要の地域的配置よりも集中した設備投資の経済を重視すると述
べた。少量生産品目については本稿で取りあげていないので、なんともい
えない。中程度の生産品目で生産が１箇所に集中した品目として、電縫鋼
管57万トンや冷延珪素鋼帯37万トンがあげられる。新規参入品目は当初
は単一工場で生産した。
b．東西２基地体制
　東西２基地体制が成立した普遍品目についてみる。
　電孤溶接鋼管には知多工場があったが、関東地区の需要に応じて1967
年に川鉄鋼管(株)を発足させ、さらに千葉製鉄所を設けて需要に対応した。
東西２基地体制が1970年度から99年度まで成立した。この場合に知多工
場の製品は主に西日本に出荷されたと考えられる。。
　中板で東西２基地体制が成立したのは1970年度から2002年度まで、広
幅帯鋼では1971年度から2002年度まで、電孤溶接鋼管では1971年度から
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99年度まで、冷延広幅帯鋼では1980年度から2002年度まで、亜鉛めっき
鋼板では1988年度から2002年度まで東西２基地体制が成立した。
　次に東西２基地体制の形成された時期があった品目についてまとめる。
　厚板では水島製鉄所と千葉製鉄所との間で1967年度から86年度まで東
西２基地体制が成立した。ただし、その前の千葉製鉄所と葺合工場の並立
期には千葉製鉄所の生産量が増加する一方、葺合工場は減少傾向にあり、
東西２基地体制とはいえない。また、生産量が減少したため1987年度以
降は老朽化した千葉製鉄所の厚板工場を休止した。そのために東日本へ充
分な供給ができなくなり、東西２基地体制が解消され、水島製鉄所に集約
された。この点は集約品目の生産配置は一部は新設製鉄所に特化すると山
口が述べていることに対応する。
　大形形鋼では葺合工場と水島製鉄所という西日本の工場で全国に向けて
生産した。西日本の工場だけからの出荷なので、筆者の用語では集約品目
になる。葺合工場は1971年からＨ形鋼専門になった。
　ブリキでは、葺合工場は溶融錫めっきという古い製法で錫めっきを生産
して市場を確保し、千葉製鉄所の設備が最新の連続式電気錫めっきで質の
高い製品を全国に出荷した。結局葺合工場の設備を休止した。
　冷延電気鋼帯も西日本の工場で一般の製品、千葉製鉄所で高級品を生産
し、それぞれ全国に出荷したと考えられる。
　電縫鋼管では1964年から70年にかけて西宮工場で小径、知多工場で中
径の電縫鋼管製造設備を稼働した。これは製品の大きさによる違いである。
この場合には両工場で全国に出荷した。最終的には知多工場に小径電縫鋼
管を製造するようになり、西宮工場での生産を中止した。
　このように工場により製品の質や大きさ、色などが異なる製品の差別化
を生じさせる。この点を山口論文では考慮していない。この場合には各製
品の生産を個々の工場に集約し、集約品目を各工場が全国に向け出荷した。
そのために東西２基地体制にならなかった。この工場が新設工場の場合も
ある。一般に集約品目の生産は創業の古い製鉄所に委ねられるという山口
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の記述は誤りである。
　また、継目無鋼管、鍛接鋼管のように生産量が減った品目では他の工場
と共同で生産する必要はなかった。
3．総括
　本稿の分析から得られたことは、需要者渡し価格一定を前提としたうえ
で製品輸送費だけを考慮して東西２基地体制を追求するのではなく、各局
面での生産費を考慮することの必要性である。大規模生産の利益により各
品目の工場数は制限される。２工場の場合が東西２基地体制だが、全国１
工場の集約品目も多かった。
　新設工場では機械・装置に最新の技術を投入しており、低生産費になり
うる。逆に生産量が少ない場合に製品１単位あたりの固定費が高いため、平
均生産費（製品単位あたり生産費）が高くなることもあるが、この場合には
固定資本の減価償却費や借入資本利子などが徐々に減っていく。新設工場
の生産量を増やすことにより製品の平均生産費を下げていくことができる。
　川崎製鉄の工場の場合、中期にも新規参入品目はあり、その数は多い。
西宮工場の冷延珪素綱帯と電縫鋼管、葺合工場の亜鉛めっき鋼板、ブリキ、
知多工場の電孤溶接鋼管、継目無鋼管、鍛接鋼管は、工場が創業して10
年以上たってから新規参入した。新規参入品目の生産は新設工場に集中す
る傾向があるとはいえないのである。むしろ工場が創業を開始してから時
間がたって、技術力や熟練労働力が豊富ということが新規参入にとって望
ましい。熟練労働力をそれほど必要としないときに新規参入品目を新設工
場で生産する。
　しかし工場の建屋や機械・装置などの設備が老朽化して生産費や修繕費
が高くなる。このときに付加価値が多くなるような高級品などを生産して
高生産費でも収益があがるようにしていくが、充分な収益をあげられない
ようになると徐々に生産量を減らし、最終的には生産を休止することにな
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る。すべての品目の生産を休止すると工場を閉鎖する。このような工場の
ライフサイクルを考慮する必要がある。製品の差別化を図るときに、それ
ぞれが全国を市場とする。
　これらは統計分析だけでは明らかにできず、企業の社史など文献調査を
するか聞き取り調査をする必要がある。
　これらの帰納法により得られた結論に論理的な説明を施すことにより演
繹的な理論にすることができる。その方法によって演繹的な理論を容易に
現実化できる。
　東西２基地体制は企業が工場により製品の差別化をする政策をとると成
立しない。差別化政策をとらないときに東西２基地体制が成立するのは、
　新たな基地を設けることによる生産費の増加額
＜新たな基地を設けることによる輸送費の減少額
の時である。生産量が大きいほど大規模生産の利益が働いて生産費の増加
額が小さくなるので、大規模化するほど東西２基地体制が成立しやすい。
ただしこの値は品目によって異なるので、生産量がそれほど大きくなくて
も東京２基地体制が成立する品目もあれば、それより大きくても東京２基
地体制が成立しない品目もある。
　本稿では川崎製鉄を対象とし、長期にわたり多品種をとりあげたが、相
互立地理論を具体化して実証分析に応用するには特定の品目を選んで、企
業間の競争、価格動向と各企業の立地との相互作用について考察し、対象
とする期間を短くする必要がある。また、本稿で行ったように系列会社を
含めて考察すべきであろう。
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